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「耐震性不足マンションの建替え促進に向けた高度地区の考え方

（素案）」についてのパブリックコメント実施結果 

    

－ご協力ありがとうございました。－ 

 

 

１ 募集期間   平成２９年１１月２４日（金）～ 平成２９年１２月２６日（火） 

 

２ 意見の件数     １０件 

 

３ 意見提出者数    ２人 

 

４ 意見提出者年齢 

年代 １０代以下 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上 不明 

人数  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ２人   ０人

 

５ 内容別の意見件数 

 項    目 件 数

１ 耐震性不足マンションの建替え促進に関する意見  ２件 

２  茅ヶ崎都市計画高度地区の審査基準に関する意見   ３件 

３  パブリックコメント手続に関する意見 ４件 

４  その他の意見   １件 

合     計 10件 

 

  修正を加えた項目はありません。 

  
 

 

 

 

 

 

                       茅ヶ崎市 都市部 都市計画課 計画担当 

                             0467-82-1111 (内線 2303) 

                             e-mail:toshikei@city.chigasaki.kanagawa.jp 
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（意見及び市の考え方） 

 

                                            

■耐震性不足マンションの建替え促進に関する意見（２件） 

 

（意見１） 

現在マンション建替の問題が起きております。建物は必ず老朽化して建替をしなけ

ればなりません。建替の時一戸建の建物は良いのですがマンションの場合、多勢の人

が共生しているため建替の時全員の同意が必要で、又建替の費用や建替期間の移動先

住居の問題等色々な問題が有り、建替が進まない状況が発生しております。この様な

問題はマンション入居前に定めておかなくてはならない問題だと思います。マンショ

ン建替について、マンション建替にはマンションに住んでいる何％の人の同意が必要

か、又建替の費用をどの様にして準備しておくのか等、入居前に前もって定めておか

なくては建替の時、色々な問題が生じ、マンション建替えが困難になります。「素案」

にあります「耐震性不足マンション建替」については災害が起きた時に非常に危険な

ため特に建替を急がなくてはならない。 

 

（意見２） 

マンションの建替、新たにマンション建設にも該当すると思うが、同法に該当する

のですか。それとも耐震不足の老朽マンションの建替だけなのかよく分かりません。 

 

（市の考え方） 

 旧耐震基準の耐震性が不足したマンションについては、巨大地震発生に備えるため耐

震化の促進が喫緊の課題となっています。その要因の一つに、マンションの建替えにあ

たっては、区分所有者や居住者の方々が、異なる生活事情、経済事情を抱えていること

から合意形成が大きな問題となっていると認識しております。 

平成 26 年 12 月に施行された「マンション建替え等の円滑化に関する法律」の改正は、

耐震性不足マンションに対して建替え等を含めた耐震化の促進を図ることを目的として

おり、そのための施策として耐震性不足の認定を受けたマンションの建替えで一定の基

準を満たした場合について、容積率の制限を緩和することを可能とする制度が創設され

ています。 

本市といたしましても、この法改正に的確に対応していくことが重要であると考えて

おり、耐震性が不足するマンションの建替えを対象に容積率及び高度地区の制限の緩和

を可能とすることで、従来の耐震改修に加え、建替え等の耐震性を向上させる選択肢の

提供を行い耐震性の確保を推進してまいります。 
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■茅ヶ崎都市計画高度地区の審査基準に関する意見（３件） 

（意見３） 

「素案」にある「耐震性不足マンション建替え基本目標」を定め、行政として具体

化して実施して行かないといけないと思います。そのため、「素案」にあります「具体

的指標」は非常に重要だと思います。 

具体的指標 

①茅ヶ崎市景観計画に適合していること 

②高齢者・身体障害者等の移動等の円滑化に関する法律及び神奈川県みんなのバリ

アフリー街づくり条例に適合すること 

③日照・通風・眺望等に配慮した設計がなされていること 

④計画の規模や周囲の状況により、計画地周辺の道路・歩道・公園・集合施設とい

った公共施設等の機能を補完又は負荷を低減する配慮がなされていること。 

⑤計画の規模や周囲の状況により、防災上有効な空地や備蓄倉庫・上水タンクや調

整池などが設置されていること。 

⑥エネルギーの使用の合理化に関する法律に適合すること 

⑦共同住宅であれば一住戸につき、自動車１台以上、自転車２台以上の駐車・駐輪

施設を確保すること。ただし計画区域の過半が商業地域に属する場合においては、

交通・環境への配慮措置を講ずることにより、駐車施設を 1 住戸につき、自動車

0.5 台まで低減出来るものとする。なお、事業用施設であれば、利用者数に応じた

施設を整備すること 

⑧20％以上の緑化が図られていること 

⑨茅ヶ崎市消防本部との協議が整い、かつ、消防活動空地が敷地内に確保されてい

ること 

この指標に基づいて早急に建替を促進することが重要だと思います。 
 

（意見４） 

制限の緩和することにより、ビル風、日陰等々そして景観等問題は生じないでしょ

うか。 
 

（意見５） 

市の都市計画をはじめとした諸行政との整合性も考えているのでしょうか。 

 

（市の考え方） 

 本市では、秩序ある市街地環境を整備するため、高度地区に建築物の高さの制限値を

定めています。その制限値は、用途地域にあわせ、住宅地は住環境を守るため、商業地

は市街地の活性化に配慮し土地が有効活用できるよう、高さを決めています。また、高

度地区には、市街地環境の整備改善に資するものについて、建築物の高さの制限値を緩

和する規定も定めております。 

その高度地区の審査基準では、建築物の高さの制限を緩和するにあたっての基本方針

として、法令等の主旨を踏まえつつ、まちづくりの基本計画である「茅ヶ崎市総合計画」

や「ちがさき都市マスタープラン」などの上位計画との整合を図ることや具体的指標を

基に敷地内の緑化や景観、日照への配慮などをした、基本目標を実現するための建築計

画にすることとしています。 
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■パブリックコメント手続に関する意見（４件） 

 

（意見６） 

市のモニター制度が今年度より廃止されました。今まで以上の啓発（PR）を望む。

パブコメ応募者が少ないと思うし、パブコメ実施知らないうちに終わってしまうので

はパブコメ実施の意味がないと思う。 

 

（市の考え方） 

パブリックコメント手続は、計画の策定や条例の制定等をはじめとした、市の基本的

な政策等の決定過程において、市民の皆さまからご意見をいただける重要な市民参加の

機会であると認識しています。 

実施にあたっては市政情報コーナーのほか、市広報紙やホームページ、広報掲示板、

公共施設への掲示に加え、市役所内デジタルサイネージの活用等様々な媒体や方法を組

み合わせながら周知啓発しているところです。 

パブリックコメント手続をはじめとした市民参加の方法の実施にあたっては、案件に

応じて組み合わせて実施するなど、参加の機会を幅広く提供することで充実を図るとと

もに、引き続き積極的な情報提供に努め、周知啓発に取り組んでまいります。 

 

 

（意見７） 

市のパブコメ実施 11 月３件 12 月６件と集中しています。このこともパブコメ実施

の意味をなくすと思います。 

 

（市の考え方） 

パブリックコメント手続は、計画の策定や条例の制定等をはじめとした、市の基本的

な政策等の決定過程において、市民の皆さまからご意見をいただく機会を設定し、寄せ

られたご意見に対する市の考え方を明らかにするとともに、有益なご意見を考慮しなが

ら政策等を決定していく、市民参加の手法の一つです。 

パブリックコメント手続の実施にあたっては、対象とする計画等の論点が明確になっ

た段階で、かつ、市民の皆さまのご意見を反映することが可能な段階を見極めたうえで

もっとも適切な時期を設定することが必要かつ効果的であり、月ごとの実施件数に限度

を設けるなど、平準化を図ることは困難であると考えております。 

そのため、今後とも引き続き、適切なタイミングでパブリックコメント手続を実施し

てまいりますので、ご理解の程よろしくお願いします。 
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（意見８） 

市ではパブコメの概略版を作ると言っていました。今年度実施パブコメでは概略版

発行したものもあります。当パブコメの概略版は作らないのですか。分かりやすいも

のを作れば応募者も増えると思う。 

 

（市の考え方） 

 パブリックコメント手続を実施する際の資料については、素案や関係資料が相当量に

及ぶ場合、概要版を作成するなど、案件に応じて意見が提出しやすい環境づくりに配慮

することとしています。 

 本素案に関しましても、「茅ヶ崎都市計画高度地区の変更（素案）」及び「茅ヶ崎都

市計画高度地区の審査基準（素案）」の改正について、「耐震性不足マンションの建替

え促進に向けた高度地区の考え方（素案）」として、背景・目的、変更の内容などの考

え方をお示しさせていただきました。 

 

 

（意見９） 

当パブリックコメントの説明会は実施しないのですか。かつて当市議会で市から実

施する発言（回答）があったと思います。 

 

（市の考え方） 

本素案に係るパブリックコメントの募集期間中において、平成 29 年 12 月 21 日（木）

及び 12 月 23 日（土）に意見交換会を実施いたしました。その中で、本素案に係る市の

考え方について説明をさせていただき、マンション建替えの課題などについて意見交換

を行いました。 

なお、意見交換会の開催にあたっては、広報紙や市ホームページ、旧耐震基準のマン

ションの管理組合へのお知らせなどにより周知を図っております。 

 

 

 

 

■その他の意見（１件） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



耐震性不足マンションの建替え促進に向けた高度地区の考え方（素案） 

 

○概要 

 高度地区の制限の緩和の規定に、「耐震性が不足したマンションの建替えで市街地環境の整

備・改善に資する場合」を追加する。 

 

○背景・目的 

 高度地区は、秩序ある市街地環境を整備するため、平成２２年４月１日に都市計画を変更

し、市内全域に対し、用途地域ごとの建築物の高さの制限値（最高限度）を定めています。

また、その中で、既存建築物に対しての適用の除外や市街地環境の整備・改善に資する建築

物についての制限の緩和の規定も定めております。 

平成２６年１２月２４日に施行されたマンションの建替え等の円滑化に関する法律（以下

「マンション建替え法」という。）の改正では、耐震性不足の老朽マンションの建替えについ

て、市街地環境の整備・改善に寄与するもので、特定行政庁が許可した場合には容積率を緩

和できることとなりました。 

このマンション建替え法の改正を受け、本市では、市街地環境の整備・改善に資する計画

に対し、容積率等を緩和できる総合設計制度の審査基準である茅ヶ崎市総合設計許可基準を

改正（平成２８年４月１日施行）しました。改正では、マンション建替え法第１０２条第１

項の認定を受けたマンション（以下「要除却認定マンション」という。）について、除却及び

建替えされることの公益性及び公開空地の確保のほか、地域の防災、環境等への貢献を評価

し、マンション建替え法第１０５条第１項の規定に基づく総合設計制度（以下「マンション

建替型総合設計」という。）を茅ヶ崎市総合設計許可基準に追加いたしました。 

このような背景を受け、今回の高度地区の変更は、要除却認定マンションの建替えを促進

する目的で、高度地区における建築物の高さの最高限度規制についても、制限の緩和の規定

に“マンション建替型総合設計及び準じるものとして許可した建築物”を追加するものです。 

 

○茅ヶ崎都市計画高度地区の変更（制限の緩和規定の追加）について  

  次のような“マンション建替型総合設計及び準じるものとして許可した建築物”を制限 

の緩和規定に追加し、建築物の高さの制限値を１ランクの緩和※をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 

※建築物の高さの制限値を１ランクの緩和とは、例えば 第１種高度地区 制限値 12m の場合は、建築物の高さの最高限度を第２種
高度地区の制限値 15ｍまで緩和することになります。 

※ 



＜「マンション建替型総合設計」及び「準じるもの」の概要＞ 

□対象：旧耐震基準のマンションのうち、耐震診断の結果、耐震性の不足が確認され、特定

行政庁から認定を受けた要除却認定マンションを建替える場合。 

◎現行の制度と追加の基準（※その他、敷地規模などの要件あり。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□審査基準 

  “市街地環境の整備・改善に寄与するもの”と市長が認める基準では、下記のいずれか 

または、両方ともに該当することが必要とします。 

◎現行の制度と追加の基準（※その他、都市計画上支障なしとするための基準あり。） 

 

 

 

 

 

●公開空地を整備する場合 

  有効公開空地率の最低限度は１０％とする。※原則として、全て道路状公開空地とする。 

（マンション建替型総合設計制度の許可を受ける際の最低限の有効公開空地率。） 

   ※有効公開空地とは、公開空地の種別に応じて、面積に係数をかけたもの。 

（現行の制度） 

  当該敷地の基準建蔽率に応じて、次に掲げる数値を確保する。 

    有効空地率の最低限度（％）＝20＋（100－基準建蔽率）×２／３ 

●特定施設を整備する場合（公開空地整備をしない場合） 

  特定施設とは、下記に掲げるもので、これらの施設が不足している（不足する恐れ 

がある）状況で、当該施設の確保が必要であると認められた場合に限られたものです。 

・地域で活用できる防災倉庫等   ・地域に開放された地域集会所等 

・保育所等の子育て支援施設    ・地域包括ケア機能等の福祉施設等 

・その他、地域の実情に応じて特定行政庁が定める取組み 



 

 
 

茅ヶ崎都市計画高度地区の変更（素案） 

都市計画高度地区を次のように変更する。 

種類 面積 建築物の高さの最高限度又は最低限度 備考

第１種 
高度地区 

約 278 ha 
建築物の高さ（建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）の定めに

よる。以下同じ）の最高限度は、12 メートルとする。 
 

第２種 
高度地区 

約 697 ha 建築物の高さの最高限度は、15 メートルとする。  

第３種 
高度地区 

約 375 ha 建築物の高さの最高限度は、20 メートルとする。  

第４種 
高度地区 

約 311 ha 
建築物の高さの最高限度は、31 メートルとする。 
ただし、準工業地域及び工業地域内における工業系建築物以外の建築

物（以下「その他建築物」という。）は、20 メートルとする。 
 

合計 約 1,661 ha   

  １．適用の除外 
次の各号のいずれかに該当する建築物については、上記の制限は適

用しない。 
（１）都市計画において決定した地区計画等により建築物の高さの最高

限度が定められている区域内の建築物で当該地区計画等の地区整
備計画に適合しているものは、当該規定は適用しない。 

（２）この規定の適用の際、現に存する建築物又は現に建築、修繕若し
くは模様替の工事中の建築物が当該規定に適合しない部分を有す
る場合においては、当該建築物（以下「制限値を超える既存建築
物」という。）に対しては、当該規定は適用しない。 

（３）制限値を超える既存建築物が、現在の建築物の各部分の高さの範
囲内で行う大規模な修繕、大規模な模様替若しくは用途変更を行
う場合、又は建築物の高さの最高限度の範囲内において増築を行
う場合は、当該規定は適用しない。 

（４）前二号の規定は、当該規定に相当する従前の規定に違反している
建築物、又は、当該規定に適合するに至った建築物については適
用しない。 

（５）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１
８年法律第９１号）第２条第１項第１８号の建築物特定施設のう
ち、廊下、階段、エレベーターの用に供する部分を増築する場合
については、当該規定は適用しない。 

（６）公益上やむを得ないと認められ、又は周辺の状況により市街地環
境上支障ないと認められるもので、市長が都市計画上支障ないと
認め、あらかじめ建築審議会の同意を得て許可した建築物につい
ては、当該規定は適用しない。 

（７）高度利用地区においては、当該規定は適用しない。 
 
 

 



 

 
 

  ２.制限の緩和 
（１）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５９条の２第１項、

第８６条第３項若しくは第４項又は第８６条の２第２項若しくは
第３項（各条各項の許可にあっては、容積率の限度を超えるもの
とすることができるものに限る。）の許可を受けた建築物、又は
マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律
第７８号）第１０５条第１項の許可を受けた建築物、その他こ
れらに準じるものとして市長が都市計画上支障がないと認め、あ
らかじめ建築審査会の同意を得て許可した建築物については、建
築物の高さの最高限度を高度地区の種別に応じて下表を上限とし
緩和する。 

 種類       建築物の高さ 
第１種高度地区  １５メートル 
第２種高度地区  ２０メートル 
第３種高度地区  ３１メートル 
第４種高度地区  ４５メートル（ただし、準工業地域及び工業地

域内における「その他建築物」は、３１メートルとする。） 
（２）制限値を超える既存建築物の建替え、改築で、周辺の市街地環境

の維持に支障ないものとして市長が都市計画上支障がないと認
め、あらかじめ建築審査会の同意を得て許可した建築物について
は、建築物の高さの最高限度を当該建築物の高さの範囲内で緩和
する。 

 
 

 

「位置及び区域は計画図表示のとおり」 
 
 
 
※ 「  下線部」が変更（追加）した箇所になります。 



 

 

 

 

 

  

 

茅ヶ崎都市計画高度地区の審査基準（素案）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年 ４ 月１日 制定 

 

平成  年    月  日 改正 

 

茅ヶ崎市 

 

 

 

 

 

 

 

※『第１ 総則 １ 趣旨』及び『第２ 審査基準 ２ 制限の緩和(1)「その他これらに

準じるもの」の審査基準』が変更（追加）した箇所になります。 
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第１ 総則 

１ 趣旨  

本市では、良好な市街地環境の維持、保全を図るため茅ヶ崎都市計画高度地区により建築

物の高さの最高限度を定めております。 

 また、茅ヶ崎都市計画高度地区には、市街地環境の整備改善等に役立つと認められる建

築計画に対して、建築物の高さの最高限度規制の除外又は緩和を規定しております。 

 この審査基準は、茅ヶ崎都市計画高度地区の「適用の除外(6)」、「制限の緩和(1)」及

び「制限の緩和(2)」に対する基準を定めております。この基準は、法令等の趣旨を踏まえ

ながら、まちづくりの基本計画である「茅ヶ崎市総合計画」、「茅ヶ崎都市計画都市計画

区域の整備、開発及び保全の方針」及び「ちがさき都市マスタープラン」など上位計画と

の整合を図りつつ、良好な市街地環境の整備改善に寄与する建築計画に対して、本基準の

積極的な活用を図ることを目的に制定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高度地区計画書抜粋 

１．適用の除外 

次の各号のいずれかに該当する建築物については、上記の制限は適用しない。 

（６）公益上やむを得ないと認められ、又は周辺の状況により市街地環境上支障ないと認

められるもので、市長が都市計画上支障ないと認め、あらかじめ建築審議会の同意を

得て許可した建築物については、当該規定は適用しない。 

２.制限の緩和 

（１） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５９条の２第１項、第８６条第３項若

しくは第４項又は第８６条の２第２項若しくは第３項（各条各項の許可にあっては、

容積率の限度を超えるものとすることができるものに限る。）の許可を受けた建築物、

又はマンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号）第１０

５条の許可を受けた建築物、その他これらに準じるものとして市長が都市計画上支障

がないと認め、あらかじめ建築審査会の同意を得て許可した建築物については、建築

物の高さの最高限度を高度地区の種別に応じて下表を上限とし緩和する。 

 種類       建築物の高さ 

第１種高度地区  １５メートル 

第２種高度地区  ２０メートル 

第３種高度地区  ３１メートル 

第４種高度地区  ４５メートル（ただし、準工業地域及び工業地域内における「そ

の他建築物」は、３１メートルとする。） 

（２） 制限値を超える既存建築物の建替え、改築で、周辺の市街地環境の維持に支障ない

ものとして市長が都市計画上支障がないと認め、あらかじめ建築審査会の同意を得て

許可した建築物については、建築物の高さの最高限度を当該建築物の高さの範囲内で

緩和する。 



2 

 

２ 用語の定義 

 この基準における用語の定義は、次に定めるもののほか、建築基準法（昭和２５年法律第

２０１号）及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）の例による。 

(1) 法 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

(2) 政令 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号） 

(3) 一般型総合設計 法第５９条の２第１項に基づく総合設計制度 

(4) マンション建替法 マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年

法律第７８号） 

(5) マンション マンション建替法第２条第１項第１号に規定されるマンシ

ョン 

(6) 要除却認定 

マンション 

マンション建替法第１０２条第１項の認定を受けたマンシ

ョン 

(7) マンション建替型 

総合設計 

マンション建替法第１０５条第１項に基づく総合設計制度

(8) 基準建蔽率 法第５３条に規定される建蔽率（％） 

(9) 建替え 建築物を取り壊し、かつ、当該建築物の敷地若しくはその

一部の土地又は当該建築物の敷地の全部若しくは一部を含

む土地に新たに建築物を建てること。 

(10) 空地率 空地面積を敷地面積で除した値に１００を乗じた数値（％）

(11) 公開空地 第３ ２ (3)アに定める空地 

(12) 公開空地等 公開空地及び公開空地に準ずる有効な空地又はその部分 

(13) 有効公開空地面積 公開空地等の面積に、第３ ２ (3)ウに定める係数を乗じた

ものの合計面積 

(14) 有効公開空地率 有効公開空地面積を敷地面積で除した値に１００を乗じた

数値（％） 
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第２ 審査基準 

１ 適用の除外(6)「公益上やむを得ないもの等」の審査基準 

「公益上やむを得ないと認められ、又は周辺の状況により市街地環境上支障ないと

認められるもの」とあるのは、次に定める要件を満たす建築物とする。 

(1) 国又は地方公共団体が、所有し、又は維持管理（地方自治法第２４４条の２第３

項に規定する指定管理者による管理を含む。）するもの 

(2) 学校教育法第１条に規定する学校、又は医療法第１条の５第１項に規定する病院

の用に供するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

(1) 建築物の過半が、国又は地方公共団体が、所有し、又は維持管理(地方自治法第

244 条の 2 第 3 項に規定する指定管理者による管理を含む)する建築物である場

合は、「公益上やむを得ないもの等」として扱う。この場合における過半の算定

には、共用部分を含まないものとする。 

(2) 学校教育法第１条に規定する学校、又は医療法第 1 条の 5 第 1 項に規定する病

院においては、教育、医療という公共性の高い機能を担うとともに、災害時の避

難場所・防災拠点として機能する施設であるという特性をふまえ、「公益上やむ

を得ないもの等」として扱う。 
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２ 制限の緩和(1)「その他これらに準じるもの」の審査基準 

「その他これらに準じるものとして市長が都市計画上支障ないと認められるもの」

とあるのは、次に定める要件を満たす建築物とする。なお、本基準は、茅ヶ崎市総合

設計許可基準に定める一般型総合設計又はマンション建替型総合設計の許可に係る

基準を準用している。 

 

(1) 基本方針 

ア 上位計画との整合  

許可適用にあたり「茅ヶ崎市総合計画」、「茅ヶ崎都市計画都市計画区域の整

備、開発及び保全の方針」及び「ちがさき都市マスタープラン」等を踏まえた上

で、当該地区における市街地環境改善等の課題に適切に対応し得る建築計画とな

るよう、次の観点のうち必要な事項に配慮した計画とすること。  

① 既成市街地内の公園・緑地、歩道空間の確保  

② 密集市街地における再開発事業の促進  

③ 中心市街地の活性化  

④ 老朽化した共同住宅等の建替えによる居住環境改善  

⑤ 狭小宅地の共同化、立体化、不燃化による居住環境改善  

⑥ 駅周辺での公共駐輪場・駐車場の確保  

⑦ 地域振興や地区の利便性向上に寄与する施設の整備 

⑧ 住宅・建築物の耐震化 
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イ 基本目標の実現  

対象となる建築計画は、法令等に定める都市空間の確保を基調とし、かつ、次に

定める基本目標を具現化すること。  

① 地区の特性や周辺の環境を踏まえた魅力ある景観を形成すること 

② 高齢者や障害者等の円滑な利用に対する配慮がなされていること 

③ 周辺の市街地環境に対し、十分な配慮がなされていること 

④ 計画の規模及び周辺市街地の状況に応じ、公共施設等の機能補完又はこれ

らの負荷軽減に寄与していること 

⑤ 計画の規模及び周辺市街地の状況に応じた防災、避難設備を有すること 

⑥ 省エネルギー等により負荷軽減が図られていること 

⑦ 計画の規模に応じた駐車・駐輪施設を有すること 

⑧ 敷地内の緑化が図られていること 

⑨ 計画の規模に応じた消防活動に対する配慮がなされていること 

   

  

  

＜解説＞ 

基本目標の実現の具体的指標については、次のとおりとする。  

① 茅ヶ崎市景観計画に適合していること。  

② 高齢者、身体障害者等の移動等の円滑化に関する法律（平成１８年法律第９１

号）及び神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例（平成２０年条例４０号）

に適合すること。  

③ 日照、通風、眺望等に配慮した設計がなされていること。  

④ 計画の規模や周囲の状況により計画地周辺の道路、歩道、公園、集会施設とい

った公共施設等の機能を補完又は負荷を低減する配慮がなされていること。  

⑤  計画の規模や周囲の状況により防災上有効な空地や備蓄倉庫、上水タンクや調

整池などが設置されていること。  

⑥  エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）に適合す

ること。  

⑦  共同住宅であれば 1 住戸につき自動車 1 台以上、自転車 2 台以上の駐車・駐

輪施設を確保すること。ただし、計画区域の過半が商業地域に属する場合にお

いては、交通・環境への配慮措置※を講ずることにより、駐車施設を１住戸に

つき自動車 0.5 台まで低減できるものとする。なお、事業用施設であれば利用

者数に応じた当該施設が整備されていること。  

※交通・環境への配慮措置の例 

カーシェアリングシステムを導入する場合には、低減分の住戸数を補う 
車両台数を導入するものとする。カーシェアリングシステムの用に供する 
車両は 20 住戸あたり１台以上とし、電気自動車等の低公害車とする。 

⑧  20％以上の緑化が図られていること。  

⑨  茅ヶ崎市消防本部との協議が整い、かつ、消防活動空地が敷地内に確保されて

いること。 
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ウ マンション建替型総合設計に適合する建築物に準じるものの許可方針等 

「マンション建替型総合設計に適合する建築物に準じるもの」の対象となる計画

建築物は、次に定める要件のすべてに適合すること。 

① 要除却認定マンションの建替えにより新たにマンションを建築する計画である

こと 

② 次のａ及びｂに適合するものであること 

ただし、市長が、要除却認定マンションの除却・建替えのために必要と認める

場合、地域の特性によりやむを得ないと認める場合等にあっては、この限りで

ない。 

ａ 住宅（デイサービスセンター、保育所等の福祉施設及び近隣住民の日常生

活のために必要な店舗、飲食店等について、市長が地域の状況に応じて「住

宅とみなす日常生活を支える施設」として認めるものの部分を含む。以下「住

宅等」という。）以外の部分（以下「非住宅部分」という。）の床面積の合

計が、要除却認定マンションの非住宅部分の床面積の合計より増加しないこ

と 

ただし、住宅等の部分の床面積の合計が増加する場合は、この限りでない。

ｂ 非住宅部分の床面積の合計が、基準容積率の算定の基礎となる延べ面積を

超えないこと 

③ 要除却認定マンションの敷地に比べて著しく大きい隣地を取り込んだ建替え、

要除却認定マンションの敷地を細分化した建替え、マンションに該当しない建

築物をマンションに変更した上で行う建替え等に係る許可については、市長が

要除却認定マンションの除却・建替えのために必要と認める範囲で行うもので

あること 

④ 要除却認定マンションの除却・建替えを促進する観点から許可を行うため、原

則として、要除却認定マンションが現に存する時点で許可の事前協議がなされ

ているものであること 

⑤ マンション建替法第４条第１項により定める「マンションの建替え等の円滑化

に関する基本的な方針」に留意すること 
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(2) 基本的要件 

ア 敷地面積の最低限度  

計画建築物の敷地面積が次表（い）欄に掲げる区分に応じて、同表（ろ）欄に掲げ

る数値以上であること。ただし、建築物の敷地が、下表の異なる区域にわたる場合

は、敷地の過半が属する区分欄の敷地面積の規模規定を適用する。 

 

（い） （ろ） 

用 途 地 域 敷地面積の規模 

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、

第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、 

準工業地域、工業地域、工業専用地域 

２，０００㎡
 

近隣商業地域又は商業地域 １，０００㎡ 

 

・マンション建替型総合設計に適合する建築物に準じるもの 

（い） （ろ） 

用 途 地 域 敷地面積の規模 

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、

第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、 

準工業地域、工業地域、工業専用地域 

５００㎡
 

近隣商業地域又は商業地域 ３００㎡ 
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イ 前面道路の幅員及び接道長 

計画建築物の敷地は、次表（い）欄に掲げる区分に応じて、同表（ろ）欄に掲げる数

値以上の幅員の前面道路に接道すること。また、当該道路に敷地の外周の長さの７分の

１以上接しなければならない。ただし、建築物の敷地が、下表の異なる区域にわた

る場合は、敷地の過半が属する区分欄の道路幅員規定を適用する。 

 

（い） （ろ） 

用 途 地 域 道 路 幅 員 

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、

第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域 
６ｍ

 

近隣商業地域、商業地域、 

準工業地域、工業地域、工業専用地域 
８ｍ 

 

なお、マンション建替型総合設計に適合する建築物に準じるものにあっては、敷地周

辺の道路の状況等を勘案し、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認められ

る場合は、幅員を道路及び歩道状公開空地の幅員を合わせたものとすることができる。 

 

・マンション建替型総合設計に適合する建築物に準じるもの 

（い） （ろ） 

用 途 地 域 道 路 幅 員 

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、

第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、 

準工業地域 

６ｍ
 

近隣商業地域、商業地域、工業地域、工業専用地域 ８ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

「また、当該道路に敷地の外周の長さの７分の１以上接しなければならない。」について、

技術的助言等では具体的数値を示してはいませんが、計画建築物の延べ面積が１，０００

平方メートルを超える大規模特殊建築物となる可能性が高いため、茅ヶ崎市建築基準条例

第８条の規定のみならず、第３１条及び第３７条に準じた規定を追加することにより、防

災上、避難上の安全性を担保することにしたものです。 



9 

 

ウ 空地率の最低限度 

建築物の敷地内における空地率の最低限度は、当該敷地の基準建蔽率に応じて、

次に掲げる数値を確保する。 

空地率の最低限度(％)＝１２０－Ｃ 

Ｃ：基準建蔽率(％) 

ただし、マンション建替型総合設計に適合する建築物に準じるものについて

は、次の①から⑤までのいずれかに掲げる整備等を行う計画建築物には、適用し

ない。 

① 地域で活用できる防災備蓄倉庫の設置、地域のための防災広場、津波避

難ビルとして活用できるスペース等の整備 

② 地域に開放されたコミュニティ形成のための集会所、スペース等の整備 

③ 保育所、幼稚園等の地域の子育て支援施設の整備 

④ 地域包括ケア機能等の高齢者向け福祉施設、診療所等の医療施設の整備 

⑤ その他、地域の状況に応じて市長が定める取組み 

なお、①から⑤までに掲げる整備等については、これらの施設等が不足してい

る又は不足するおそれがあることから、当該施設等の確保が必要であると認めら

れる場合に実施するものとする。 

 

エ 有効公開空地率の最低限度 

計画建築物の敷地内における有効公開空地率の最低限度は、当該敷地の基準建

蔽率に応じて、次に掲げる数値を確保する。 

なお、有効公開空地率を計算する場合の有効公開空地面積の合計には、(3)イに

規定する公開空地に準ずる有効な空地について、有効公開空地面積の合計の２分

の１を超える部分を算入しない。 

有効公開空地率の最低限度(％)＝２０＋(１００－Ｃ)×２／３ 

Ｃ：基準建蔽率(％) 

 

     ・マンション建替型総合設計に適合する建築物に準じるもの（公開空地を整備す

る場合に限る。） 

         有効公開空地率の最低限度(％)＝１０ 

 

オ  空地及び公開空地の位置、規模、形態及び意匠 

計画建築物の敷地内に設ける空地及び公開空地は、周辺市街地の環境及び土地

利用現況、道路等都市施設の整備状況、敷地形状、当該建築計画などに応じて、

市街地環境の整備改善に寄与する位置、規模、形態及び意匠となるよう努める。

また、原則として歩道状空地を設けることとし、敷地内の緑化にも配慮する。 
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(3) 公開空地等 

 ア 公開空地の定義 

公開空地とは、次の①から⑤までのすべてに該当する空地又は空地の部分（空

地又は空地の部分の環境の向上に寄与する植込み、芝、池等及び空地の利便の向

上に寄与する公衆便所等の小規模な施設に係る土地を含む。）をいう。 

なお、計画建築物の整備と一体的に計画される公園、広場等の空地で次の①か

ら⑤までのすべてに該当するもののうち、事業者の無償譲渡又は無償貸付けに係

るものであって、都市計画決定され、又は地方公共団体により管理されるもの（以

下「公共空地」という。）については、これを公開空地とみなす。 

①  歩行者が日常自由に通行し、又は利用できるもの（非常時以外において自

動車が出入りする敷地内の通路を除く。）であること 

②  最小幅が４メートル以上（マンション建替型総合設計に適合する建築物に

準じるものについては、３メートル以上とする。）のものであること 

ただし、道路に沿って敷地全長（最小限必要な車路のみにより分断されて

いるものは、敷地全長にわたって設けられているものとみなす。）にわた

って設けられ、かつ、歩道状公開空地となるものは、最小幅員（屋内にあ

るものは最小有効幅員とする。）が２メートル以上（マンション建替型総

合設計に適合する建築物に準じるものについては、１．５メートル以上と

する。）のものであること 

③  一の公開空地の面積は、当該公開空地が歩道状公開空地である場合を除き、

次表（い）欄に掲げる区分に応じて、同表（ろ）欄に掲げる数値以上であ

ること 

ただし、計画建築物の敷地が、下表の異なる区域にわたる場合は、敷地の

過半が属する区分欄の面積の規模規定を適用する。 

なお、マンション建替型総合設計に適合する建築物に準じるものの場合、

一の公開空地の面積は、当該公開空地が歩道状公開空地である場合を除き、

計画建築物の敷地面積の１０分の１以上（次表（い）欄に掲げる区分に応

じて、同表（ろ）欄に掲げる数値を超えるときは、当該数値以上とする。）、

かつ、５０平方メートル以上であること 

（い） （ろ） 

用 途 地 域 一の公開空地の面積

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、

第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、 

準工業地域、工業地域、工業専用地域 

２００㎡ 

近隣商業地域、商業地域 １００㎡ 

④  全周の８分の１以上が道路（歩道状公開空地を含む。）に接しているもの

であること  

ただし、動線上無理のない通り抜け道路を設けたもので、歩行者の出入り

に支障がない場合は、この限りでない。 
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⑤  道路との高低差が、６メートル以内のものであること 

ただし、駅舎のコンコース、歩道橋に連絡する場合等、歩行者の利便に供

する場合はこの限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  公開空地に準ずる有効な空地 

計画建築物の居住者や利用者の日常自由な利用又は通行に専ら供される空地及

び空地の部分（空地又は空地の部分の環境の向上に寄与する植込み、芝、池等及

び空地の利便の向上に寄与する公衆便所等の小規模な施設に係る部分を含み、非

常時以外において自動車が出入りする通路を除く。）で、次の①又は②に該当す

るものについては、公開空地に準ずる有効な空地として、以降で規定する公開空

地の有効面積に参入できるものとする。 

① 中庭等その周囲の大部分を計画建築物に囲まれ、道路に接していない空地

（以下「中庭等」という。）にあっては、建築物の居住者等のコミュニテ 

 ィ形成の場として活用される等適切な利用ができ、修景上良好に設計さ  

 れ、道路からの見通しが可能で、適切な規模（少なくとも３００平方メー 

 トル  以上であること。）を有すること 

②  屋上にあっては、道路に面して設けられており、当該道路からの高さが１

２メートル以下かつ当該道路の幅員以下のものであって緑化を図るなど

修景上良好に設計されているものであること 

また、その面積についてはアの③に規定する規模以上であること 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

①において技術的助言等では「ただし、屋内に設けられるもの等で特定行政庁が認めた

ものにあっては、深夜等において閉鎖することができる。」という文章がありますが、空

地を設置することにより良好な市街地環境の整備改善や公共施設機能の補完、都市防災機

能の強化に寄与するという本来の目的からすると、深夜等において閉鎖される空地がそれ

を満足するか疑問のあるところです。そこで、本基準においてはこれを考慮しないものと

します。 
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ウ 公開空地等の有効面積の算定 

①  公開空地等の有効公開空地面積は、次表に掲げる区分に従い、当該公開空地 

等又は公開空地等の部分の面積にイからヘまでに掲げる係数を乗じて算定

するものとする。 

 区 分 係 数 

イ 

歩道状公開空地（幅が４メートルを超えるものにあっては、幅

が４メートル以内の部分に限る。） 

ただし、商業地域又は近隣商業地域（容積率が３００パーセン

ト以上のものに限る。）内において、歩道との段差がなく、歩道

と合わせた幅員が６メートル以上であり、かつ、隣地との間に塀

等の連続性を妨げる計画のないものについては、最大２．５の範

囲で右記より高い係数とすることができる。 

１．５ 

ロ 
面積が５００平方メートル以上で幅員６メートル以上の道路に

接する公開空地又は公開空地の部分（イに該当するものを除く。） 
１．２ 

ハ 

面積が３００平方メートル以上５００平方メートル未満で幅

員６メートル以上の道路に接する公開空地又は公開空地の部分

（イに該当するものを除く。） 

１．１ 

ニ イ、ロ及びハ以外の公開空地又は公開空地の部分 １．０ 

ホ 中庭等（公開空地に準ずる有効な空地。） ０．５ 

ヘ 屋上（公開空地に準ずる有効な空地。） ０．３ 

②  次に掲げるものの有効公開空地面積は、当該公開空地等又は公開空地等の部分

の面積に①に規定する係数を乗じて得たものに、次表に掲げる区分に従い、イ

からニまでに掲げる係数を乗じて算定するものとする。 

 区 分 係 数 

イ 

公開空地の道路からの見通しが、隣地又は計画建築物によって

妨げられるもの（道路の自動車交通量が著しく多い場合等公開空

地が道路に接しないことが当該公開空地の環境上好ましい場合

で、動線上無理のない通り抜け歩路を設けたものを除く。） 

０．５ 

ロ 

公開空地の地盤（公開空地が建築物の屋上である場合には、そ

の屋上面）の高さが、当該公開空地に接している道路の路面の高

さと比べて１．５メートル以上高いもの又は３メートル以上低い

もの（地形上、道路から連続して高さが変化するもの及び駅舎の

コンコース、横断歩道橋等に連絡するもの等歩行者の利便に供す

るものを除く。） 

０．６ 
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ハ 

ピロティ、アーケード等の計画建築物又は計画建築物の部分 

（以下「ピロティ等」という。）によって覆われている公開空地

（はり下（はりがない場合には床版下。以下同じ。）１０メート

ル以上のもの又は気象条件等のためピロティ等に覆われている

ことが公開空地の環境を向上させるものを除く。） 

(ａ) はり下５メートル以上 

(ｂ) はり下２．５メートル以上５メートル未満 

 

 

 

 

 

０．８ 

０．６ 

ニ 

公開空地等の位置、意匠、形態等や公開空地等に面する建築物

又は建築物の部分の意匠、形態等が当該公開空地等の効用を増大

させ、市街地環境の整備改善に特に寄与すると認められるもの 

１．２ 

③  隣接する敷地において一体的に計画された公開空地等については、全体を一の公

開空地等とみなして、①及び②の規定を適用することができるものとする。 

この場合において、①及び②の規定中「当該公開空地等又は公開空地等の部分の

面積」とあるのは「当該敷地内の当該公開空地等又は公開空地等の部分の面積」

と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

①の表中イの区分において、最大２．５の範囲で１．５より高い係数とできる地域を市

街地環境の整備改善（歩行者の利便性の向上）を特に必要と認められる駅周辺に限定しま

した。 

②の表中ハの区分において、技術的助言等では「アトリウム」という記述が入っていま

すが、空地を設置することにより良好な市街地環境の整備改善や公共施設機能の補完、都

市防災機能の強化に寄与するという本来の目的からすると、室内の閉鎖される空間がそれ

を満足するか疑問であることから考慮しないものとする。 

②の表中ニの係数については、次に掲げる事例の場合について適用することとします。

【計画道路や予定道路、都市施設等の築造による場合】 

敷地の一部に計画道路又は予定道路、都市施設等を有し、計画建築物と一体的にこ

れらを築造する場合は、これらに接する公開空地等について、本制度による容積率の

割増し後の延べ面積の算定に当たり、②の表のニ（イ、ロ及びハに該当する場合を除

く。）に掲げる係数を乗じて算定できるものとする。 

【道路交差点部に公開空地等を設ける場合】 

道路交差点部に接する敷地で、その部分に見通しを確保するような形状の公開空地

等を設けた場合、当該公開空地等について、本制度による容積率の割増し後の延べ面

積の算定に当たり、②の表のニ（イ、ロ及びハに該当する場合を除く。）に掲げる係

数を乗じて算定できるものとする。 
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【特定施設による場合】 

次の基準のいずれかに適合する特定施設を設けた計画建築物については、本制度に

よる容積率の割増し後の延べ面積の算定に当たり、②の表のニ（イ、ロ及びハに該当

する場合を除く。）に掲げる係数を乗じて算定できるものとする。 

① 自動車車庫等を設置する計画建築物 

市街地の適切な高度利用及び敷地内空地の確保と併せて、周辺の路上駐車や駐

輪を解消し、市街地環境の整備改善と道路交通の改善を図るため、まとまった規

模の一般公共の用に供される自動車車庫又は駐輪場を設置するもので、茅ヶ崎駅

周辺に位置するもの。 

② 福祉施設等を設置する計画建築物 

周辺地域の福祉環境の向上に寄与し、バリアフリー法及びみんなのバリアフリ

ー街づくり条例に適合するもので、保育所、地域育児センター、高齢者又は障害

者が地域で自立して生活していくために必要な支援施設などの福祉施設等である

もの。 

この場合、市と協議するなかで周辺地域に不足すると市長が認めた福祉施設等

で、施設の管理運営が将来に渡り適切に行われると認められるものに限る。 

③ 地域施設を設置する計画建築物 

周辺地域の防災や安全に寄与する施設、省資源に有効な供給処理施設、又は地

域の生活利便の向上に寄与する公益施設等を設置するもので、次に掲げる各施設

であるもの。 

この場合、各々の施設の内容に応じ必要性の高い地域で計画されており、施設

の管理運営が将来に渡り適切に行われると認められるものに限る。 

ａ 市の支所 

ｂ 防災備蓄倉庫 

ｃ 消防用水利施設 

ｄ 雨水貯留施設・中水道施設 

ｅ 地域冷暖房施設 

ｆ 鉄道施設の駅舎、開閉所及び変電所 

④ 文化・交流施設等を設置する計画建築物 

ホール、ギャラリー、集会場等で文化の振興や、都市型交流に寄与すると認め

られる施設（不特定多数のものが自由に利用できる施設で、その用途に供する部

分の床面積が２００平方メートル以上のもの。）を設置するもので、施設の管理

運営が将来に渡り適切に行われると認められるもの。 

【その他市長が必要と認めた場合】 

公共の福祉の増進に資する場合で、公益上やむを得ないと認められるもの。 
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エ  維持・管理等  

①  公開空地等である旨の標示  

建築主は、公開空地等内の適当な場所に、当該公開空地等が茅ヶ崎都市計

画高度地区許可基準に基づいて設けられたものである旨を、標示板により

標示するものとする。  

なお、標示板は、ステンレス鋼等の耐久性・耐候性に富み、かつ、容易に

破損しない材質とし、堅固に固定したものとする。また、標示内容が不明

になった場合や標示板が破損した場合は、速やかに修復するものとする。 

 

②  公開空地等管理責任者の選任  

建築主は、公開空地等を設置する前に、当該公開空地等を一般に公開し、

適正に維持・管理し、定期的に報告を行うことについて、誓約書を提出し

なければならないものとする。また、計画建築物の使用開始前までに公開

空地等の管理責任者を市長に届け出るものとし、管理責任者が変更になっ

た場合も届出しなければならないものとする。 

 

③  公開空地等の維持・管理  

公開空地等の管理責任者は、公開空地等に係る図書等を保管するとともに、

当該公開空地等を有効、かつ、適切に維持・管理しなければならないもの

とし、その状況について、使用開始から３年ごとに市長に報告しなければ

ならないものとする。  

 

④  義務の承継 

建築主は、建築物又は敷地を譲渡あるいは貸与するときは、譲渡又は貸与

をしようとする者に対し、当該公開空地等の維持・管理について①、②及

び③に定める義務を伴うものである旨を明示しなければならない。  

また、譲渡又は貸与を受けた者は、当該公開空地等の維持・管理に関する

義務を継承するものとする。  

 

⑤  公開空地等の変更  

     ａ 公開空地の種別及び形態は、次に掲げる場合のほかは変更してはならな

い。 

      ａ) 周辺の市街地の状況の変化等により、その変更が望ましいと認められ

る場合 

          ｂ) 建築物の利用状況の変化等により、その変更がやむを得ない場合で、

かつ、当該変更が本基準の範囲内であるとき 

         ｂ ａに掲げる変更をしようとする者は、あらかじめ市長へ変更にかかる公開

空地計画図を添えた図書を提出し、承認を受けなければならない。 
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３ 制限の緩和(2)「制限値を超える既存建築物の建替え等」の審査基準 

「制限値を超える既存建築物の建替え、改築で、周辺の市街地環境の維持に支障な

いもの」とあるのは、次に定める要件を満たす建築物とする。 

 

(1) 敷地の形状による制限 

計画建築物の敷地は、この高度地区の適用の日（以下「基準日」という。）における

制限値を超える既存建築物の敷地形状を基本とし、かつ、基準日の建築敷地から減とな

る部分が生じないこと。ただし、公共施設の整備等により変更が生じた場合は、この限

りではない。 

 

(2)  建築物の形状による制限 

制限値を超える部分の各方向の見付面積の合計が、従前の制限値を超える既存建築物

の見付面積を超えないこと。ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りでない。 

①  階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋外上

部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１いないの場合に

おいては、その部分の高さが１２メートル以下の部分 

② 棟飾、防火壁の屋上突出物その他これらに類する屋上突出物 

③  延べ床面積に算入されない屋外廊下、屋外階段、バルコニーその他これらに類す

る建築物の部分 

 

(3)  緑化面積による制限  

計画建築物の敷地面積に対し２０パーセント（近隣商業地域および商業地域にあって

は１５パーセント。）以上の植栽地を設置すること。ただし、計画建築物の敷地内に当

該植栽地の面積を確保することが困難なときは、計画建築物の屋上、外壁又は囲障に植

栽地を設置した場合にその面積を植栽地の面積に算入することができる。 

 

(4)  建築物の意匠形態  

計画建築物の意匠形態については、茅ヶ崎市景観計画を踏まえつつ、周辺環境と

調和するよう努めるものとすること。 
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＜解説＞ 

(1) 敷地の形状による制限について 

計画建築物の敷地は、周辺環境への影響を考慮し、基準日の建築敷地から減と

なる部分が生じないことを条件とした。ただし、公共施設の整備等により変更が

生じた場合は、除外するものとした。 

(2) 建築物の形状による制限について 

   建築物の高さの最高限度を超える部分のボリュームを増加させない観点から、

建築物の高さの最高限度を超える部分の各方向の見付面積の合計が、従前の制限

値を超える既存建築物の見付面積を超えないことを条件とした。なお、①～③に

示す、軽微な建築物の部分については、除外するものとした。 

また、2 回目の建替えの際に、「制限値を超える既存建築物」の要件がある場

合においては、高度地区の制限値以下にできる限り誘導していく観点から、1 回

目の建替えにおける建築物の高さを超えない範囲で許可するものとする。 

(3) 緑化面積による制限について  

周囲環境への配慮、景観の向上等を目的とし、緑化面積による制限を設けた。

茅ヶ崎市景観計画の、生活景観に関する方針にも「周辺環境に配慮しない高層建

築物については、地域の特性に応じたきめ細かな規制・誘導が不可欠」と位置付

けられていることから、その内容に整合させる内容とした。 

「茅ヶ崎市のまちづくりにおける手続及び基準等に関する条例」第３６条にお

いて、建築物の敷地面積に対し１５％（近隣商業地域及び商業地域にあっては１

０％。）以上の植栽地の設置の義務付けを行っているが、上記目的の遂行のため、

その５％上乗せした数値を設定した。 

(4) 建築物の意匠形態について 

茅ヶ崎市景観計画に適合させ、周囲環境への配慮、景観の向上等を目的とし、

建築物の意匠形態に関する努力義務規定を設けた。 
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第３ 附則 

 

附 則 

（施行期日） 

この基準は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この基準は、平成２２年１１月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この基準の施行前に従前の基準により市長が茅ヶ崎都市計画高度地区制限の緩和(1)

の規定に基づく許可を受けた建築物において、増築又は改築する場合については、なお

従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

この基準は、平成   年   月   日から施行する。 


